












The Ainu People's Rights under
the International Environmental Policy*:




The Ainu people are an ethnic group indigenous in Northern Japan.The rights
of indigenous people are secured by the human rights treaty,and their traditional
culture is valued by the international environmental policy for reasons that it
plays the effective role to the construction of the sustainable society. But the Ainu
peoples rights are not secured completely in Japan,and their culture was not
valued on the world heritage nomination of Shiretoko, though Shiretoko is the
reverent area in the Ainu people's culture.I examine the interrelation between the
indigenous people's culture and the international environmental policy. This paper
concludes by arguing that it is important to use the Ainu culture in the
environmental policy so as to secure the Ainu people's rights.
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3 ) Resolution.IX.21: Taking into account the cultural value of wetland.
4 ) Benjamin J.Richardson, "Indigenous Peoples, International Law and Sustainability", Review of European





























5 ) World Heritage Committee.Doc,WHC-05/29.COM/22.
6)日本は、 1992年に加盟して以来、自然遺産3件及び文化遺産10件を登録している(2m5年現在)0







































































17) PFII.Doc.Report on the second session, p.18, para.102.
18) pf:工I.Doc,Report on the third session, p.12, para.30.

































































































































































29) IUCN.Doc,World Heritage Evaluation Report (2005) p.34.
30)上村英明監修Fグローバル時代の先住民族- 「先住民族の10年」とは何だったのか-』法律文化社(2004) 24増。




























32)サ-ミ民族を含め先住民族と環境及び法律との関係については、 Lawrence Watters, Indigenous Peoples, the
Environment and Law (2004) CAP.また、サ-ミ民族の法的権利保障についてAnna Moyers,㌦mguistic
Protection of the Indigenous Sami in Norway, Sweden, and Finland.Transnational Law & Contemporary
Probねms, Vol.15, Isme.1 (2005) pp.363-387.を参照。































章」 (Sami Magna Carta)と呼ばれている。






























38)サーミ民族とラッポニア地域との関係について、 Hugh Beach, "World Hearitage and Indigenous Peoples-






































44) IUCN, Indigenous and Traditional Peoples and Protected Areas Principles, Guidelines and Case Studies
(2000).
45) Sweden MAFCS, op.cit., pp.32-33.
46) Nanna Borchert, op.cit., pp.52-54.




































































57) Andrew Gray, "Indigenous people, their environments and territories", Cultural and Spiritual Value of



































































61)稲葉信子「世界遺産における文化的景観の保護」 『文化庁月報』 (2002) 8-11頁。
アイヌ民族の権利と国際環境政策の展開 253
らの事情を鑑みて慎重に取り扱わなければならない。
4.3.エコツーリズムの具体的取り組み
政府は、知床の世界通産登録の過程でIUCNから出された追加質問への回答の中で、エコ
ツーリズムを推進することを明記している。エコツーリズムは、その内容が多種多様である
ことから、統一的な定義は存在しない。しかし、エコツーリズムは、現地の自然環境を破壊
することなく、その土地固有の自然環境や生活文化などの資源を活かした観光を内容とする
ものとして、文化政策的性格をもつ環境政策であるという特徴をもつ0
エコツーリズムは、環境問題への関心の高まりとともに国内でも注目を集めている。たと
えば、環境省は、 2003年11月に「エコツーリズム推進会議」を設置し、地方自治体を対象
にモデル事業の募集を行い、知床を含む13地区がモデル事業として選定された。現在、知
床では「知床エコツーリズム推進協議会」が中心となりモデル事業の実施に取り組んでいる。
同協議会には、関係市町村を始めウクリ協会などのアイヌ民族団体も参加しており、エコツー
リズムプログラムの実施やガイドラインの作成を進めている。一方、先住民族を主体とする
エコツーリズムとして、 NPO法人の知床ナチュラリスト協会も「シレトコ先住民族エコツー
リズム研究会」を発足させた。同研究会は、知床においてアイヌ民族が主体となったエコツー
リズムを実践し、先住民族文化のエコツアーガイドシステムの確立を目指して、アイヌ民族
による知床エコツーリズムの実施に取り組んでいる。
先住民族によるエコツーリズムの成功は、ラッポニア地域の事例からもわかるように、先
住民族の自立に役立ちうるものである。北海道ウクリ生活実態調査(1999年)によると、
アイヌ民族の生活は現在でも経済的格差に直面していることがわかる62)。そこで、アイヌ民
族としてのアイデンティティを維持しながら、経済的格差を自ら改善しうる手段の1つとし
て、エコツーリズムを活用することができるのではないだろうか.また、環境条約が、環境
管理に先住民族の参加を求めていることを鑑みれば、アイヌ民族によるエコツーリズムを推
進し、これを実現することは、条約の趣旨にも合致するものであり国際的な支援も期待でき
る。したがって、こうしたアイヌ民族によるエコツーリズムは、知床に限らず北海道全域で
積極的に推進することが望ましいと考える。
62)北海道に住むアイヌ民族の人口は約24,000人で、生活保護を受けている人の割合は37.2%と、アイヌ民族居住市町
村の平均の約2倍となっている。
254 国際公共政策研究
おわリに-イオル再生構想への提言
第11巻第1号
アイヌ文化の遺産的価値を認め、これを保存する政策としてイオルを再生する事業が2006
年から具体的に動き始めている63)イオルとはコタン(集落)周辺の資源調達の場としての
アイヌ文化の伝統的生活空間をいう　2005年7月に、国のアイヌ文化振興等施策推進会議
は、 「アイヌの伝統的生活空間の再生に関する基本構想」 (イオル再生構想)を発表している。
イオル再生構想は、アイヌ文化活動を実践していく上で必要な自然素材の確保が具体的に可
能となるような自然空間を再生・整備するものである。同構想の主体には、国土交通省、文'
化庁、北海道、アイヌ文化振興・研究推進機構、北海道りクリ協会のはか、関係市町村、ア
イヌ関係団体及び個人があげられている。また、施策の展開や地域の設定等は、 「アイヌの
人々の自主性が尊重され、その意向が反映されることが大切」とし、アイヌ民族の参画に前
向きな姿勢を示した。イオル再生構想は、アイヌ文化と自然環境との関係に着目し、文化政
策と環境政策を融合しようとする、国レベルでの新しいアイヌ民族政策といえよう。
一方、アイヌの自然空間の使用形態については、アイヌ民族の先住権を前提とするもので
はなく、土地や自然環境に対する権原が明確ではない。すなわち、イオル再生構想における
土地使用形態は、 ①他者の協力を得て優先的に利用する領域、 ②使用者自らが占有的に使用
する領域、のうち②を中心に検討するとしている。また、自然素材の入手の際には、各種の
法制度、契約、漁業協同組合との協働なども活用する。このように、その使用権原は様々で
あり、複雑な法的手続等を経なければ、安定した自然空間の使用を確保することができない。
しかし、イオル再生構想でいうアイヌの伝統的空間とは、先住民族たるアイヌ民族が先住
していた土地と自然環境に該当するものである。そして、アイヌ民族が、旧土人保護法によ
り近代的土地所有権を獲得する以前から、集団的に土地や自然環境を所有していたことは歴
史的事実であり、こうしたアイヌ民族の先住性は国会ですでに認められている64)。したがっ
て、イオル再生構想における土地使用形態や自然環境の利用のあり方は、先住性の本質的問
題である、先住民族と土地所有権に関する議論と密接に関係しているのである。
そこで、イオル再生構想は、アイヌ民族と土地所有権の問題も考慮に入れながら、将来的
な計画を進める必要があると考える。先述の権利宣言草案は、その前文で、特に先住民族の
土地、領域そして資源に対する権利を尊重し促進する必要性を指摘している。今回のイオル
再生構想は、こうした観点から、国内のアイヌ民族と土地所有権の問題を正面から議論する
契機にする必要があることを提言しておきたい。
63)国土交通省は、北海道白老町を当面のイオル再生の先行実施地域に定め、 2006年から事業化に着手している。
64)アイヌ文化振興法の附帯決議は「アイヌの人々の「先住性」は、歴史的事実であり、この事実も含め、アイヌの伝
統等に関する知識の普及及び啓発の推進に努めることO」と決議しているO
